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４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における従業員数 

平成17年９月30日現在 

 銀行業 その他事業 合計 

従業員数(人) 
21,762
[8,336]

3,292
[428]

25,054 
[8,764]
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(6) 国内・海外別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 

 

国内 海外 合計 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

前中間連結会計期間 45,412,101 2,319,368 47,731,469

前中間連結会計期間 14,390,660 1,944,225 16,334,885
うち定期性預金 

前中間連結会計期間 6,357,879 19,896 6,377,775

(注) １ 流動性預金は当座預金、普通預金、貯蓄預金及び通知預金であります。 ２ 定期性預金は定期預金及び定期積金であります。 

３ 「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。 

４ 「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。  
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シリーズ５ 

非累積型・固定配当・優先株式

(以下、「本優先株式」という)

③償還期限 永久 

ただし、平成19年１月以降の配当支払日に、発行体はその裁量により、本優先株式の全部又は一部

を償還することができる。本優先株式の償還は、監督当局の事前承認(その時点で必要であれば)を

⑧配当停止 

 条件 

上記「⑦配当支払の内容」に関わらず、下記のいずれかの場合、本優先株式に対する配当は支払わ

れない。 

(1) 当行が「支払不能状態」にある旨の証明書を発行体に送付した場合 

「支払不能状態」とは、(i)破産法における支払不能、(ⅱ)当行の負債(基本的項目にかかる

借入もしくは動�
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 [１] 

①発行体 UFJ Preferred Capital 1 Limited 

②発行証券 
 の種類 

シリーズＡ 
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(資産の査定) 

(参考) 

資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に亳休.0年匐�･第132号)第６条X,咎�

L 8#�v鶏衙停吃ﾞ�

ﾘ ｶ 崎 I ﾁ → � t
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので

記載しておりません。 

 

３ 【対処すべき課題】 

ＭＵＦＧグループは、「グローバルな競争を勝ち抜く『世界屈指の総合金融グループ』を創造し、

お客さまに最高水準の商品・サ創�� i � n � ｭ 祢 ｡ � � ｬ ﾃ � 侔





ファイル名:030_0245500501712.doc 更新日時:2005/12/22 2:27 印刷日時:05/12/27 21:14 

― 36 ― 

第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 ヽ 【設備９榛斉＾糟p

B 
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甲 種 優 先 株 式  9 0 0 , 0 0 0 , 0 0 0

乙 種 優 先 株 式  7 0 0 , 0 0 0 , 0 0 0

丁 種 優 先 株 式   3 0 0 , 0 0 0 , 0 0 0

戊 種 優 先 株 式  3 , 5 0 0 , 0 0 0 , 0 0 0

己 種 優 先 株 式  3 , 5 0 0 , 0 0 0 , 0 0 0

庚 種 優 先 株 式  4 2 0 , 0 0 0 , 0 0 0

辛 種 優 先 株 式  2 5 , 0 0 0 , 0 0 0

計  1 9 , 3 4 5 , 0 0 0 , 0 0 0

( 注 )   各 種 優 先 株 式 の � 9 v v v w # � ) ( ﾖ % 種 優 先 株 式 ぺ 決 孱

  また、転換を請求しうべき期間中に転換請求のなかった甲種優先株式は、同期間の末日の翌日(以下

して得られる数の普通株式となる。上記の普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じた

ときは、商法に牒�,(円位未満

小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す

ｾ64(�50銭ﾊ�ｺ回｢ｻ嵯£嚴嵭D髄齔nｮ64(�
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３ 【役員の状況】 

(1) 新任役員 

役名 職名 氏名 生年月日 略暦 
所有株式
数 
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第５ 【経理の状況】 

１ 当行の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

耀 で ｪ 類 ¥ は 、 ° 笆 冊 鋒 { 枕 ﾌ
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 �

有価証券 
※1,2, 

9 
17,858,907 24.83 19,873,966 27.86 19,737,709 26.81

貸出金 
※3,4, 

5,6,7, 

9,10 
37,284,609 51.85 35,695,513 50.05 35,269,656 47.90

外国為替 ※7 694,928 0.97 667,793 0.94 653,110 0.89

その他資産 ※8,9 2,015,346 2.80 1,786,346 2.50 1,841,913 2.50

動産不動産 
※9, 

12,13, 

14 
540,065 0.75 518,059 0.73 531,574 0.72
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② 【中間連結損益計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

百分比 
(％) 
金額(百万円) 

百分比
(％)

経常収怕 )(" 91%0��� !�(逐.逐怏� 8逐.逐その他経常収益 ※1 127,904 58,640  215,000

経常費用  1,466,014 138.11 647,859 67.07 2,561,739 127.39

資金調達費用  93,136 146,875  197,060

(うち預金利息)  (33,054) (49,026)  (71,892)

役務取引等費用  30,359 32,412  59,581

特定取引費用  10,261 8,606  3,476

その他業務費用  112,229 85,062  197,387

営業経費  290,589 306,905  589,099

その他経常費用 ※2 929,438 67,996  1,515,133

経常利益 
(△は経常損失) 

 △404,508 △38.11 318,023 32.93 △550,839 △27.39

特別利益 ※3 62,761 5.91 272,050 28.16 345,330 17.17





: 2  T c / 1 2 / 2 2  2 : 2 7 5 5 0 0 5 0 1 7 1 2 . d o c 7 . 4 9 0 6 T T 2  1  T f 2 9 . 0 
 / G S 1 . 5  g s 
 [ < 2 0 8 8 f 3 8 d f c 9 3 f a 8 e 9 e 3 ] T J 8 3 4 3 8 3 8 b 9 6 b 5 / T 4 2  1  T f 4 . 9 9 6 3  
 e 0 8 5  . 8 1 3  4 3  g s 
 ( : T c / 1 2 / 2 7  2 1 : 1 4 4 5 5 0 0 5 0 1 7 1 2 . d o c ) T j 9 T 
 / T T’ • ‹ L  
” Ô • †  ‹ à Š z ( • S – œ ‰ ~ )  ‹ à Š z ( • S – œ ‰ ~ )  ‹ à Š z ( • S – œ ‰ ~ )  
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書
純利益(△は税金等調整前 
中間(当期)純損失) 

 △356,765 533,567 △246,762

減価償却費  8,236 7,189 16,537

激巣損質 7,430

連結調整勘定償却額  3,266 3,055 3,359

持分法による投資損益(△)  △1,679 △4,171 △2,763

賞与引当金の増加額  △5,800 7,096 △5,115

金銭の信託の運用損益(△)  19,121 793 19,405

為替差損益(△)  △103,194 △112,624 △76,383

動産不動産処分損益(△)  2,778 △462 △40,776

特定取引資産の純増(△)減  △7,420 266,838 △1,539,637
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前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 
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前中間連結会計期間 
(自 平姓�N４�ﾎ１ﾉ?B�

(自 平姓逕N４�ﾎ１ﾉ?B�

(自 平姓�N４�ﾎ１ﾉ?B�
 礰�9�*�.y�h+h.假旧vｷ�

(磁�ﾈﾎ綜

は＞�驩ｿヘッジ＞�｠るい�

は金�スヨッιbﾌ特例��

取��凾ｩら生じる綬ｸﾇ及�
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注記事項 

式及び出資金69,426百万円を含

んでおります。 

※１ 有臆

に当該処分をせずに所有してい

るものは719,775百万円であり

ます。 

れ有廁�伊ﾄぉ���Z有廁�伊ﾄ�i(b
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前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※９ 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

  担保に供している資産 

特定取引資産  

508�N�U当ﾈ冷 

  担保資産ｙ�陌�ｷるﾜ+�� 

HHﾋｹ�讙£�  

径��N"YU当ﾈ冷 

敖�

ﾆ�2‥辜漂9l円"�
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 印�連結会計期間末残高相当額 その他 ―百万円 合計 76,997百万円  

動産 75,158百万円

その他 ―百万円

合計 75,158百万円
 

  減価償却累計額相当額 

動産 85,527百万円

その他 ―百万円

合計 85,527百万円
 

  �

合計 32,778百万円

額及び支払利息相当額 
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(有価証券関係) 
※１ 中間連結貸借対照表又は連結貸借対照表の「
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  なお、破綻先とは破産、特別清算等法的・形式的に経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破綻
先とは実質的に経営破綻に陥っている発行会社、破綻懸念先とは現在は経営破綻の状況にないが、今後経
営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社、要注意先とは今後の管理に注意を要する発行会社で
あります。また、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の発行会社であります。 

 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中





ファイル名





ファイル名
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取 引 所  
金 利 オ プ シ ョ ン  1 8 , 3 3 8 , 9 6 9 6 9 2  △ 3 0 8

金 利 先 渡 契 約  7 5 9 , 5 7 0 △ 3  △ 3

金 利 ス ワ ッ プ  1 5 0 , 9 2 9 , 1 5 3 1 8 3 , 0 6 1  1 8 3 , 0 6 1

( 注 )  上 記 取 引 に つ い て は 時 価 評 価 を 講 8 ｴ ﾈ 竧 処 , � , ( ! 8 ｴ ﾈ 賰 ｹ 益 h 庶 謚 ﾔ 連 結 損 益 l v n Z 資 は 計 b ﾉ し 評 王 ゆ ま す ( "  

 

区 分  く 類  契 約 額 等 L � 万 円 引 を 講 L � 万 円 引 8 ｴ ﾈ 賰 ｹ 益 L � 万 円 引

 合 計  ― ― ―  △ 3 , 0 3 2  7 7 , 6 6 3
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(3) 株式関連取引(平成16年９月30日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 
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(6) クレジットデリバティブ取引(平成16年９月30日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 



取 引 所  
金 利 オ プ シ ョ ン  3 , 4 2 9 , 9 3 9 △ 7 0  △ 8 6

( 注 )  上 記 取 引 に つ い て は 時 価 評 価 を 行 い 、 評 価 損 益 を 中 間 連 結 損 益 計 算 書 に 計 上 し て お り ま す 。  

な お 、 ヘ ッ ジ 会 計 が 適 用 さ れ て い る デ リ バ テ ィ ブ 取 引 は 、 上 記 記 載 か ら 除 い て お り ま す 。  

 

(2) 通貨関連取引(平成17年９月30日現在) 

 

区分 (2!�

為替予約 8,670,820 7,037,03

 

該

当

あ

り

ま

せ

ん

。

 

 

(4) 債券関連取引(平成17年９月30日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

債券先物 1,802,176 90 90

 合計 ――― 331 193
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売建 10,705,628 2,839,077 17,533 17,533

買建 10,328,993 2,769,313 △18,138 △18,138

金利オプション  

金利先渡契約  

受取変動・支払固定 76,456,881 55,904,398 △927,322 △927,322

受取変動・支払変動 9,958,312 7,323,019 6,262 6,262

その他  

売建 6,394,603 4,513,380 48,884 △2,753

店頭 

買建 7,756,311 6,720,651 76,328 34,871

 合計 ― ― 131,417 136,036

(注) １ 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

     なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

２ 時価の算定 



ファイル名•X•V“úŽž¼
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(3) 株式関連取引(平成17年３月31日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち１年
超のもの(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

株式指数先物  

株価指数オプション  

売建 2,109,302 1,042,062 150,580 △12,404

買建 2,006,505 893,284 151,726 △10,888

株券オプション  

株式先渡契約  

有価証券店頭オプション  

売建 155,543 125,701 16,074 △12,950

買建 165,236 138,491 11,432 7,842
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(4) 債券関連取引(平成17年３月31日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち１年
超のもの(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

債券先物  





(1) 外部顧客に対する 経常収益 

935,384 126,120 1,061,505 ― 1,061,505 

(2) セグメント間の内部経常収益 

3,768 8,562 12,331 (12,331) ― 

計 939,153 134,683 1,073,837 (12,331) 1,061,505 経常費用 1,346,982 151,406 1,498,389 (32,375) 1,466,014 
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【海外経常収益】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

 

 金額(百万円) 

Ⅰ 海外経常収益 66,596

Ⅱ 連結経常収益 1,061,505

Ⅲ 海外経常収益の連結経常収益に占める割合(％) 6.2

 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 

 金額(百万円) 

Ⅰ 海外経常収益 119,605

Ⅱ 連結経常収益 965,883

Ⅲ 海外経常収益の連結経常収益に占める割合(％) 12.4
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(重要な後発事象) 
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前中間連結会計期間 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区 分  
注 記  
番 号  
金 額 ( 百 万 円 )

構 成 比
( ％ )
金 額 ( 百 万 円 )

構 成 比  
( ％ )  
金 額 ( 百 万 円 )  

構 成 比
( ％ )

（ 資 産 の 部 ）    
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  認める額を計上しており

ます。 

  また、貸出条件緩和債

権等を有する債務者で与

信額が一定額以上の大口

債務者に対する債権、及

び破綻懸念先で与信額が

一定額以上の大口債務者

のうち債権の元本の回収

及び利息の受取りに係る

キャッシュ・フローを合

理的に見積もることがで

きる債権については、債

権の元本の回収及び利息

の受取りに係るキャッシ

ュ・フローを貸出条件緩

和実施前の約定利子率で

割引いた金額と債権の帳

簿価額との差額を貸倒引

当金とする方法（キャッ

シュ・フロー見積法）に

より引き当てておりま

す。 

  上記以外の債権につい

ては、過去の一定期間に

おける貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づ

き計上しております。ま

た、特定海外債権につい

ては、対象国の政治経済

情勢等に起因して生ずる

損失見込額を特定海外債

権引当勘定として計上し

ております。 

  すべての債権は、資産

の自己査定基準に基づ

き、営業関連部署が資産

査定を実施し、当該部署

から独立した資産監査部

署が査定結果を監査して

おり、その査定結果に基

づいて上記の引当を行っ

ております。 

  なお、破綻先及び実質

破綻先に対する担保・保

証付債権等については、

債権額から担保の評価額

及び保証による回収が可

能と認められる額を控除

した残額を取立不能見込

額として債権額から直接

減額しており、その金額

は908,936百万円であり

ます。 

認める額を計上しており

ます。 

  また、貸出条件緩和債

権等を有する債務者で与

信額が一定額以上の大口

債務者に係る債権、及び

破綻懸念先で与信額が一

定額以上の大口債務者の

うち債権の元本の回収及

び利息の受取りに係るキ

ャッシュ・フローを合理

的に見積もることができ

る債権については、債権

の元本の回収及び利息の

受取りに係るキャッシ

ュ・フローを貸出条件緩

和実施前の約定利子率で

割引いた金額と債権の帳

簿価額との差額を貸倒引

当金とする方法（キャッ

シュ・フロー見積法）に

より引き当てておりま

す。 

  上記以外の債権につい

ては、過去の一定期間に

おける貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づ

き計上しております。ま

た、特定海外債権につい

ては、対象国の政治経済

情勢等に起因して生ずる

損失見込額を特定海外債

権引当勘定として計上し

ております。 

  すべての債権は、資産

の自己査定基準に基づ

き、営業関連部署が資産

査定を実施し、当該部署

から独立した資産監査部

署が査定結果を監査して

おり、その査定結果に基

づいて上記の引当を行っ

ております。 

  なお、破綻先及び実質

破綻先に対する担保・保

証付債権等については、

債権額から担保の評価額

及び保証による回収が可

能と認められる額を控除

した残額を取立不能見込

額として債権額から直接

減額しており、その金額

は611,466百万円であり

ます。 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (2) 投資損失引当金 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※２ 無担保の消費貸借契約（債券

貸借取引）に��4

x.悠ﾈｿ常�X*ﾘ��u悠ﾈｿ常�Qv中�

ｸ,国債ｸ)80�ﾃ��)U)iｸ�ほｲ�て

おります。 

   無担保の消費貸借契約（債券り受け入れて

分をせずに所有しているものは

715,882百万円であります。 

※３ 貸出金のうち、破綻先債権額

は48,847百万円、延滞債権額は

2,972,542百万円であります。

但し、上記債権額のうち、オ

フ・バランス化につながる措置

である株式会社整理回収機構へ

の信託実施分は7,532百万円で

あります。 

   なお、破綻先債権とは、元本

貸出金(貸倒償却を行った部分

を除く。以下「未収利息不計上

貸出金」という)のうち、法人

税法施行令(昭和40年政令第97

号)第96条第１項第３号のイか

らホまでに掲げる事由又は同項

第４号に規定する事由が生じて

いる貸出金であります。 

※３ 貸出金のうち、破綻先債権額

は26,094百万円、延滞債権額は

651,563百万円であります。但

し、上記債権額のうち、オフ・

バランス化につながる措置であ

る株式会社整理回収機構への信

託実施分は3,156百万円であり

ます。 

   なお、破綻先債権とは、元本

又は利息の支払の遅延が相当期

間継続していることその他の事

由により元本又は利息の取立て

又は弁済の見込みがないものと

して未収利息を計上しなかった

貸出金(貸倒償却を行った部分

を除く。以下「未収利息不計上

貸出金」という)のうち、法人

税法施行令(昭和40年政令第97

号)第96条第１項第３号のイか

らホまでに掲げる事由又は同項

第４号に規定する事由が生じて

いる貸出金であります。 

※３ 貸出金のうち、破綻先債権額

は25,361百万円、延滞債権額は

735,04奔S間継続していることその他の事

由により元本又は利息の取立て

又は弁済の見込みがないものと

して未収利息を計上しなかった

貸出金(貸倒償却を行った部分

を除く。答ﾊ
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前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 
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前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※９ 当座貸越契約及び貸付金等に

係るコミットメントライン契約

は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定

された条件について違反がない

限り、一定の限度額まで資金を

貸付けることを約する契約であ

ります。これらの契約に係る融

資未実行残高は、23,424,015百

万円であります。このうち原契

約期間が１年以内のもの又は任

意の時期に無条件で取消可能な

ものが20,943,376百万円ありま

す。 

   なお、これらの契約の多く

は、融資実行されずに終了する

ものであるため、融資未実行残

高そのものが必ずしも当行の将

来のキャッシュ・フローに影響

を与えるものではありません。

これらの契約の多くには、金融

情勢の変化、債権の保全及びそ

の他相当の事由があるときは、

当行が実行申し込みを受けた融

資の拒絶又は契約極度額の減額

をすることができる旨の条項が

付けられております。また、契

約時にお�ﾅ���)H3み又諟算

も��決ｧ�。また、�

係るコミットメントライン契約

は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定

された条件について違反がない

限り、一定の限度額まで資金を

貸付けることを約する契約であ

ります。これらの契約に係る融

資未実行残高は、23,424,01約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが20,943,376百万円� りま

す。 

   なお、これらの契約の多く

は、融資実行されずに終了する

ものであるため、融資未実行残

高そのものが必ずしも当行の将

来のキャッシュ・フローに影響

を与えるものではありません。

これらの契約の多くには、金融

情勢の変化、債権の保全及びそ

の他相当の事由があるときは、

当行が実行申し込みを受けた融

資の拒絶又は契約極度額の減額

をすることができる旨の条項が

付けられております。また、契

約時にお�ﾅ���)H3み又諟算

も��決ｧ�。また、�

係るコミットメントライン契約

は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定

された条件について違反がない

限り、一定の限度額まで資金を

貸付けることを約する契約であ

ります。これらの契約に係る融

資未実行残高は、6百��4,017万円でおます。このうち原契

約��、顧客年以内のもの又は任

意ぬの相当づ条件で取消可能な

も�
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子会社株式 87,936 75,285 △12,650

関連会社株式 49,835 48,048 △1,787

関連会社株式 51,890 81,053 29,162

合計 139,826 177,406 37,579

(注) 時価は、当中間会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

 

Ⅲ 前事業年度末(平成17年３月31日現在)  

 

子会社株式 87,936 91,705 3,769

関連会社株式 51,890 87,468 35,578

合計 139,826 179,174 39,348
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 東京三菱銀行の資産、負債及び資本の状

況等 

貸借対照表(要約)(平成17年３月31日現在) 

（単位：百万円）
科目 金額 科目 金額 
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ファイル名



独 立 監 査 人 の 中 間

 ﾔ缶ﾔ ﾔ査ﾔ ﾔ報ﾔ

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会
を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会士訣燒エフジェイ銀行（商号 株式会士Ｕ



独 立 監 査 人 の 中 間 監



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２２日

株式会社ユーエフジェイ銀行 

（商号 株式会社ＵＦＪ銀行） 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ユーエフジェイ銀行（商号 株式会社ＵＦＪ銀行）の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第４期事業

年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の�

員
業務執行社員 

公認会計士 山 手   章 

      

  指 定 社 員業務執行社員 
公認会計士 山 本   明 

      

  指 定 社 員業務執行社員 
公認会計士 佐々木 貴 司 

      

  指 定 



独 立 監 査 人 の 中 間

 ﾔ缶ﾔ ﾔ査ﾔ ﾔ報ﾔ

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ユーエフジェイ銀行（商号 株式会社ＵＦＪ銀行）の平成１７年４月１日から平成１７年１２月３１日までの第５期事

業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果

て、株式会社ユーエフジェイ銀行（商号 株式会社ＵＦＪ銀行）の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもっ

済採匚件汜ﾍ当ば７ｱ諸表晢�ﾔ会卸  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す� 指 定 社 員業務執行社員 

      

  指

 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本   明 

      

  指 定 社 員
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